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第６６回制度政策委員会 議事次第 

 

 

日本商品先物振興協会 

 

 

日  時  平成１９年１２月１８日（火） １４：００～ 

 

場  所  先物協会会議室 

 

議  題  １．委託者情報照会制度ＷＧの中間報告について 

２．そ の 他 

 

以 上 
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取引本証拠金・取引追証拠金の変遷 
 

年 月 取引（委託）本証拠金 取引（委託）追証拠金 経  緯 

平成元年11月 主務大臣が決定（従前どおり） 

 

発生基準：値洗損が委託本証拠金の

1／2（又はその整数倍）を超えた

とき 

請求額：委託本証拠金の 1／2（又は

その整数倍）に統一 

不要となるとき：値洗損が委託本証

拠金の 1／2（又はその整数倍）

以下となったとき 

 

 

 

従前の追証拠金請求額は「損計算の範囲内」とされ、取引

員の裁量に委ねられていた。 

平成2年 12月 

（改正商品取引所

法施行） 

主務大臣が定める料率以上で商品取

引所が決定 

従前どおり  

平成15年 6月 

（Ｔ＋１移行） 

主務大臣が定める料率以上で商品取

引所が定めた委託本証拠金基準額以

上の額を受託会員が決定 

 

（協会要望） 

商品取引所が定める委託本証拠

金基準額以上の額を受託会員が任

意に設定 ⇒ 実現 

発生基準、請求額、不要となる時期

は、いずれも「委託本証拠金基準

額」により算定 

 

（協会要望） 

①発生基準：値洗損が委託本証拠

金基準額の 1／2（又はその整数

倍）を超えたとき 

⇒ 実現 

②請求額：委託本証拠金基準額の

1／2（又はその整数倍）以上、

値洗損の範囲内 

Ｔ＋１導入による場勘定決済期間の短縮に伴う取引員の

委託取引に係る場勘定立替負担を軽減させるため、全商連

「Ｔ＋１推進会議」は、検討当初、以下の変更案を提案。 

① 取引所が定める委託本証拠金額以上で、取引員が

「当初証拠金」と、追証拠金の預託水準となる「取引

維持最低額」を定める。 

② 委託本証拠金から値洗損を差し引いた額が取引維持

最低額を下回った場合に、当初証拠金まで追加預託す

る。 

 

これに対し、先物協会は、取引員実務者等の意見も踏ま

え、従前の追証拠金の考え方（値洗損が委託本証拠金の 1
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⇒「値洗損の範囲内」は未実

現 

③不要となるとき：本証基準額＋

追証－値洗損が本証基準額を上

回ったとき ⇒ 未実現 

／2 を超えたときに発生）を踏襲した追証制度とし、請求

額を当該 1／2 以上、値洗損の範囲内とするよう要望し

た。 

しかし、追証拠金の請求額を「値洗損の範囲内」とし取

引員の裁量に委ねることは、建玉処分権の関係で委託者と

の間で混乱を招くおそれがあるとして、従前どおりの追証

拠金制度が継続されることとなった。 

平成17年 5月 

（改正商品取引所

法施行） 

従前どおり 

（清算機関に預託した取引本証拠金

基準額の1／2は場勘定決済に充当

可能） 

 

 

 

 

（協会要望） 

清算機関に預託する取引本証拠

金基準額の 1／2 は場勘定決済に

充当できることとし、商品取引所

が定める取引本証拠金以上の額を

受託会員が任意に設定 

⇒ 実現 

発生基準：従前どおり 

請求額：委託本証拠金基準額の 1／2

（又はその整数倍）以上、値洗損

の範囲内 

不要となるとき：本証基準額＋追証

－値洗損が本証基準額を上回った

とき 

 

（協会要望） 

①請求額：取引本証拠金基準額の

1／2（又はその整数倍）以上、

値洗損の範囲内 

⇒ 実現 

②不要となるとき：本証基準額＋

追証－値洗損が本証基準額を上

回ったとき ⇒ 実現 

改正商品取引所法により、委託者が預託した取引証拠金

は全額取引所（清算機関）に預託することとされたことか

ら、先物協会では、委託取引に係る場勘定決済資金の流動

性を確保する観点から、制度政策委員会において次の 2 通

りの変更案を検討。 

Ａ案：制限値幅の 1.5 倍相当額の取引本証拠金を全額取引

所に預託し、その50％を場勘定へ充当可能とする。 

Ｂ案：取引所に預託する取引本証拠金は制限値幅の 1 倍相

当額とし、場勘定充当資金は取引員が取引本証拠金を上

回る「委託証拠金」を定め、そこから充当する。（金融

機関等に分離保管） 

 

上記Ｂ案とした場合、日々の値洗損に対処できるよう取

引員が取引本証拠金を上回る委託証拠金を設定することが

求められるが、自己決定力が十分でない社は違約リスクが

高まること、また、証拠金の自由化となるため、ダンピン

グ競争を招来しかねず、大きい影響を及ぼすおそれがある

ことから、先物協会はＡ案を要望することを選択した。 
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平成 19 年 12 月 13 日 

 

会員代表者 各位 

 

日本商品先物振興協会 

会長 加 藤 雅 一 

 

商品先物取引等に係る税制要望の結果について 

 

商品先物取引に係る決済損益と商品ファンドに係る収益分配金・償還損益について、

上場株式の譲渡損益等との損益通算を認める等、金融所得間の損益通算の範囲を拡大

し金融所得一元化を進めることという、いわゆる「金融所得課税の一元化」要望につ

いては、2008 年度以降の引き続きの検討課題とされることが、「2008 年度税制改正大

綱」の中で明らかとなりました。2008 年度には実現しないけれども、将来的実現の

可能性は、税制改正大綱上において確保されています。業界としての再チャレンジが

できる取扱いとなっていることをご報告申し上げます。 

「預貯金から投資へ」の流れの中で、今後、一般投資家による株式取引比率が高ま

ることを考慮すれば、商品先物取引の決済損益等が金融所得一体課税の対象に含まれ

ることは一般委託者にとって望ましい要求であるといえます。 

税制要望の実現に向けての関係各位の御尽力を心より感謝申し上げ、取り急ぎのご

報告とさせていただきます。 

 

（金融所得課税に係る引続き検討の部分の抜粋） 

 

金融所得の課税の一体化については、金融商品間の課税方式の均衡化や上場株

式等の譲渡所得と配当所得との間における損益通算の範囲の拡大を踏まえ、今後、

税の中立性を勘案しつつ、その他の金融資産性所得も対象とした一体化について、

引き続き検討を行う。 

 

（説明） 

政府与党の「2008 年度税制改正大綱」において、金融所得課税の一体化に関し

ては、上記のように表現されています。商品先物取引決済損益と商品ファンド

分配金・償還損益は、「その他の金融資産性所得」の中に含まれるという考え方

です。金融資産としての所得とまでは言えないが、金融資産性の所得ではある

という位置づけとなっていると言えます。 

以 上 
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